別紙様式第３４号〔提出部数１部（基金協会用）〕

乳用牛・繁殖牛増頭計画に対する意見書
番　号
年月日

　　○○○農業信用基金協会会長理事　殿

所在地
融資機関名
代表者氏名


畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添２の５の（２）の規定に基づき、下記のとおり意見を付して、保証料免除希望者から提出のあった債務保証委託申込書と併せて提出します。

記

１　保証料免除希望者名
　　○○○○

２　保証料免除希望者が債務保証引受対象者の要件に該当する者であることの確認
	項　　　　　　目
	該当

	簿記記帳を行っているか又は行うことが確実と見込まれること。
	

	酪農経営又は肉用牛経営を今後とも長期に継続（後継者が継続する場合を含む。）するとともに、家畜の増頭に取り組む意欲を有しており、乳用牛・繁殖牛増頭計画を作成していること。
	

	法人にあっては、次のいずれかに該当すること。
	

	
	農事組合法人
	

	
	農業を主として営む個人、その他農業者の組織する団体（代表者の定めがあり、かつ、組織及び運営についての規約の定めがある団体に限る。）（以下「農業者等」と総称する。）がその法人の社員（業務を執行する社員に限る。）の数の過半を占めている会社法（平成17年法律第86号）第575条第１項に規定する持分会社
	

	
	農業者等がその法人の株主であって、株主の総数が50人以下である株式会社（公開会社（会社法第２条第５号に規定する公開会社をいう。）でない株式会社に限る。）
	

	
	農業の振興を目的とする一般社団法人又は一般財団法人であって、農業者等又は地方公共団体が、一般社団法人にあっては総社員の議決権の過半数を有し、一般財団法人にあっては基本財産の額の過半を拠出しているもの
	

	
	その他都道府県知事が地方農政局長（北海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長、その他の都府県にあっては当該都府県を管轄する地方農政局長。）と協議して認めた法人
	


（注）債務保証引受対象者の要件に該当することが確認できた場合には、該当にチェックを入れること。
３　乳用牛・繁殖牛増頭計画に対する意見
（1） 乳用牛・繁殖牛増頭計画の妥当性



















（2） 償還確実性













※１　保証料免除希望者が複数の場合は、保証料免除希望者ごとに１～３を作成すること。
　２　融資機関としての知見・ノウハウを活かして具体的に記載すること。
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別紙様式第３５号－１〔提出部数２部（農業信用基金協会、融資機関用）〕

乳用牛・繁殖牛増頭計画に係る保証料免除申請書
（　　　年度導入分）

年月日


　　　　農業信用基金協会会長理事　殿
　　　（　融　資　機　関　経　由　）　　
所　　在　　地
保証料免除希望者名　　　　　印



畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添２の５の（１）の規定に基づき、下記のとおり、乳用牛・繁殖牛増頭計画に基づく借入金の債務保証に係る保証料の免除を申請します。

記


	融資機関名
	借入資金名
	借入金額
	債務保証申込額

	




	
	円
	円






別紙様式第３５号－１　（別添）〔提出部数２部（農業信用基金協会、融資機関用）〕


導入費の内訳
	導入頭数
	導入予定年月
	単　価
	必要額（千円）
	備  考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	





育成費の内訳
	
	牛番号
	購入予定年月
（種付け年月日）
	初回分娩予定年月
	必要額（千円）
	備  考

	購

入
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	自家
育成
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）牛番号は任意の番号ですが番号の上限は３桁となります。



別紙様式第３５号－２〔提出部数３部（保証料免除希望者、融資機関、中畜用）〕

乳用牛・繁殖牛増頭計画に係る保証料免除決定通知書
（　　　年度導入分）

番  号
年月日


　　保証料免除希望者　　　殿
　　融資機関代表者　　　　　　　　殿
　　公益社団法人　中央畜産会会長　殿　　

所在地
基金協会名
代表者氏名　　　　　　　　印



畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添２の５の（４）の規定に基づき、下記のとおり、乳用牛・繁殖牛増頭計画に基づく借入金の債務保証に係る保証料免除の決定をしたので通知します。
ただし、事業実施要領別添２の５の（12）及び６の（５）に該当することとなった場
合には、本会が定める所定の保証料の請求をいたします。

（注）保証料免除希望者にあっては括弧内を記載する。

記


	融資機関名
	保証料免除
希望者名
	借入資金名
	借入金額
	債務保証
引受額
	保証料率

	




	
	
	円
	円
	％









別紙様式第３６号〔提出部数１部（中畜用）〕

乳用牛・繁殖牛増頭計画に係る債務保証引受状況報告書
（令和　　年　　月債務保証引受分）
番  号
年月日

　　公益社団法人　中央畜産会会長　殿　　

所　　在　　地
基 金 協 会 名
代 表 者 氏 名　　　　　　　　印
協会名

畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添２の５の（７）の規定に基づき、別添のとおり、乳用牛・繁殖牛増頭計画に基づく借入金の債務保証引受状況を報告します。



[image: ]


別紙様式第３７号－１

増頭資金円滑化交付金償還計画額・交付金額計算書
　　（令和　　年度保証引受分）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日



　　○○○農業信用基金協会会長理事　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益社団法人　中央畜産会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長



　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添２の５の（８）の規定に基づき、別添計算書のとおり通知します。
　
















[image: ]
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別紙様式第３７号－２

増頭資金円滑化交付金償還計画額・交付金額異動修正計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日



　　○○○農業信用基金協会会長理事　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益社団法人　中央畜産会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　



　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中
畜第７２号）別添２の５の（11）の規定に基づき、別添計算書のとおり通知します。
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別紙様式第３８号〔提出部数１部（中畜用）〕

債務保証状況等異動報告書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日



　　公益社団法人　中央畜産会
　　　会　長　　　　　　　　　殿



　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　基金協会名
　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名



　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中
畜第７２号）別添２の５の（９）及び（11）の規定に基づき、別添のとおり報告しま
す。









[image: ]

別紙様式第３９号〔提出部数３部（融資機関、都道府県、中畜用）〕


乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化交付金対象者経営中止状況報告書

　　　　　　　　　番　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日

融資機関代表者　殿
都道府県知事　殿
　　　公益社団法人　中央畜産会会長　殿


所　在　地
基金協会名
代表者氏名　　　　　　　　　　印
電  　話（内線）
担当者所属　　　　　　氏名


乳用牛・繁殖牛増頭計画に係る保証料免除決定通知を受けた者について、経営中止した者があったので、畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添２の５の（１２）の規定に基づき、下記のとおり報告します。


記

	氏　　名
	債務保証
引受額
	債務保証
引受日
	経営中止日の債務保証引受残高
	経営中止日
	経営中止理由

	




	千円
	年月日
	千円
	年月日
	

	合　　計
	
	
	
	
	


（注）１　債務保証引受額及び経営中止日の債務保証引受残高は保証料免除決定者ごとに小計を記入すること。
２　経営中止日を証明する資料（販売代金精算書の写等）を添付すること。


別紙様式第４０号〔提出部数１部（中畜用）〕



乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化交付金の交付に関する契約締結申込書


　　　　　　　　　番　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日


　　　公益社団法人　中央畜産会会長　殿




所　在　地
基金協会名
代表者氏名　　　　　　　　　　印
電  　話（内線）
担当者所属　　　　　　氏名


このたび、畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）を承諾し、融資機関の乳用牛又は繁殖牛の計画的な増頭に必要な購入資金又は育成資金の貸付けに係る債務保証の事業を行いたいので、同事業実施要領別添２の６の（１）の規定に基づき、別添の「乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化交付金の交付に関する契約書」により、乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化交付金の交付契約を締結いたしたく申し込みます。



別紙様式第４１号〔提出部数２部（中畜用）〕


乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化交付金の交付に関する契約書



公益社団法人中央畜産会会長○○○○（以下「甲」という。）は、畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号。以下「事業実施要領」という。）を承諾した○○○農業信用基金協会会長理事（理事長）○○○○（以下「乙」という。）が、事業実施要領に基づき乳用牛又は繁殖牛の計画的な増頭に必要な購入資金又は育成資金（以下「増頭資金」という。）を融資した融資機関との債務保証契約に基づき、当該増頭資金の借入に係る被保証者の負担する保証料を免除した場合において、事業実施要領第１の２に規定する乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化交付金（以下「増頭資金確保円滑化交付金」という。）を交付することについて次の条項を契約する。

第１条　甲の乙に対する増頭資金確保円滑化交付金の交付対象額は、事業実施要領別添２の５の（３）に規定するところにより、あらかじめ○○○知事と協議の上、保証料免除を決定された保証料免除希望者の増頭計画に基づく増頭資金の借入に係る被保証者の負担する保証料とする。

第２条　甲の乙に対する増頭資金確保円滑化交付金の交付額は、増頭資金の借入に係る被保証者の負担する保証料のうち、独立行政法人農林漁業信用基金の業務方法書における農業運転資金の保険料率を０．７で除した率に増頭資金の借入額を乗じて得た額（円未満を切り捨てた額とする。）を限度とする。
なお、基金協会においてこの率を下回った保証料率を設定している場合はその率とする。

第３条　毎年度交付する保証料免除額は、一括前払いされた保証料については、一括前払い保証料のうち当該年度に係る保証料、年度毎等に徴する保証料については当該年度に係る保証料とする。


第４条　この契約に疑義が生じたとき、又は契約に定めのない事項については、甲乙両者の協議により定めるものとする。






令和　　年　　月　　日

甲　　所　在　地
名　　　称　　公益社団法人　中　央　畜　産　会
代表者氏名　　　会長　　　　　　　　　　　印

乙　　所　在　地
名　　　称　　○○○農業信用基金協会
代表者氏名　　　会長理事（理事長）　　　　印


（注）乙は、本契約書を２部作成し、記名押印のうえ甲に提出するものとする。


別紙様式第４２号〔提出部数１部（中畜用）〕

乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化交付金請求書
番　号
年月日
公益社団法人　中央畜産会会長　殿
所　在　地
基金協会名
代表者氏名　　　　　　印
電話（内線）
担当者所属　　　　　　氏名

畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添２の６の（２）の規定に基づき、乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化交付金について、下記のとおり関係書類を添えて請求します。

記

１　請求額　　　　　　　　　円　　　　　

２　同上の内訳
（単位：円）
	区　　分
	保証料免除に係る内容

	保証料免除決定通知日
	年　　月　　日
	年　　月　　日

	融資機関名　　　 　　
	
	

	借入者名(保証料免除者名)
	
	

	借入資金名
	
	

	貸付実行額
	
	

	債務保証引受額　
	
	

	基金協会保証料率　①
	％
	％

	信用基金保険料率÷0.７　②
信用基金保険料率　（％） 
	
（　　　　％）
	
（　　　　％）

	①②のいずれか低い率　
	％
	％

	免除となる保証料交付金の額
	
	


（注）１　借入者が複数の場合若しくは当該借入者に複数の借入れがある場合は、適宜欄を設けてそれぞれ記入すること。
２　同一借入者において、複数の借入れがある場合は、各区分について内訳を添付すること。
３　「乳用牛・繁殖牛増頭計画に係る保証料免除決定通知書」等免除決定を証する書類（写し）を添付すること。
４　基金協会における資金別保証料率の一覧表を添付すること。
５　一括前取り方式又は極度額方式については、各年度別の保証料率が分かる資料を添付すること。



３　振込先
	金融機関名
	支店(所)名
	口座種類
	口座番号
	口座名義人

	
	
	当座・普通
	
	


（注）　口座種類は、該当箇所に○印をつけること。
また、口座の種類が別段預金又はその他の場合は、口座種類欄にその旨を記入すること。
[image: ]
別紙様式第４３号〔提出部数４部（保証料免除者、融資機関、都道府県知事、中畜用）〕

乳用牛・繁殖牛増頭計画に係る保証料免除承認取消通知書


番　号
年月日

○○○○（保証料免除者名）殿
融資機関代表者　殿
都道府県知事　殿
　　　公益社団法人　中央畜産会会長　殿

所　在　地
基金協会名
代表者氏名　　　　　　　　　印
電話（内線）
担当者所属　　　　　　氏名


　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添２の６の（５）の規定に基づき、下記のとおり乳用牛・繁殖牛増頭計画に係る保証料免除の承認の取消しを行ったので通知します。


記

	融資機関名
	保証料
免除者名
	債務保証
引受日
	債務保証
引受額
	取消認定日
	承認取消理由
	備　考

	



	
	年月日
	千円
	年月日
	１

２
	


（注）承認取消理由は､次の該当する項目から選び、数字を○で囲むこと
１　計画書の不実記載　　　　　２　債務保証引受対象者要件の欠如






別紙様式第４４号〔提出部数１部（中畜用）〕


乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化事業に係る返納書


番　号
年月日


　　公益社団法人中央畜産会会長　殿

所　在　地
基金協会名
代表者氏名　　　　　　　　印
電話（内線）
担当者所属　　　　　　氏名


　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添２の６の（７）の規定に基づき、下記のとおり返納します。


記

１　返納額　　          ○○○○円


２　送金日（予定日）　　令和　　年　　月　　日


３　返納理由及び返納額根拠








別紙様式第４５号〔提出部数１部（中畜用）〕


乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化事業実績報告書


番　号
年月日


　　公益社団法人中央畜産会会長　殿

所　在　地
基金協会名
代表者氏名　　　　　　　　印
電話（内線）
担当者所属　　　　　　氏名


　畜産経営体質強化資金対策事業実施要領（平成２８年４月２０日付け２８年度発中畜第７２号）別添２の６の（８）の規定に基づき、別表のとおり報告します。












別紙様式第４５号の別表

令和　年度乳用牛・繁殖牛増頭資金確保円滑化事業実績報告


（単位：円）
	融資機関名
	債務保証
者数
	当該年度の
保証料額
	円滑化交付金
請求額
	円滑化交付金の受領

	
	
	
	
	受領年月日
	交付金額

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
（融資機関数　 ）
	
	
	
	
	





image1.emf
様式第３６号の別添

保証料免除者

コード

保証料免除者名

(年月日) (年月日) 円 ％ 年 回 (月日) ％

人

～

（注）１　融資機関コードは、都道府県が定め中央畜産会に登録済みのコードを記入すること。

　　  ２　保証料免除者コードは、最大１０桁とし、畜特資金システムにおいて、貸付対象者コードを有しているものはそのコードとする。なお、次回の借入れについても、同一コードを使用すること。

　　　　　ある保証料免除者について、同一債務保証引受日又は同一年度に複数保証が存在する場合、引受番号に一意な３桁までの番号を記入すること。なお、番号は連番である必要はない。

　　  ３　保証料免除者名は、漢字等で１６文字以内に記入すること。

　　  ４　保証料率毎に別々に記載すること。

　　  ５　債務保証引受年月日とは、貸付実行日と同日である。

　　  ６　最終債務保証年月日とは、最終償還日と同日である。

　　　７　牛番号欄は導入・育成の別で育成を入力した場合には３桁までの任意の番号を必ず記載すること。

　　  ８　債務保証引受額欄については、極度額扱いのものは極度額を記載すること。 

　　  ９　返済方法欄には1年払い、2半年払い、3四半期払い、4月払いの別を記載すること。

　　  10 月末払欄は返済方法が年払い以外の場合で月末払の時に記載すること。

　　  11 元金元利区分欄には1元金均等償還、2元利均等償還の別を記載すること。

　　  12 金利欄は元利均等償還の場合、必ず記載すること。

　　  13 本表が２枚以上になるときは、各表ごとにキーコード部を必ず記入するとともに、小計をいれ最後の表には合計をいれること。



備

　

考

区  分

11

コ

ー

ド

経

営

の

種

類

育

成

の

別

導

入

・

融資機関コード

約定償還日

償

還

期

限

据

置

期

間

保証料率

最終債務保証

年月日

月保証引受分）



小　計



データ



返

済

方

法

○削除：３

当初貸付時記入不要

○追加：１

○修正：２



合　計

人



（



年度



乳用牛・繁殖牛増頭計画に係る債務保証引受状況報告書



入力－１



処

理

区

分



債務保証引受

年月日

債務保証

引受額

コ

ー

ド

貸

付

区

分



基金協会

融資機関名



引

受

番

号

牛

番

号

　枚のうち

　枚目



金

利



(参考）

過去の畜特

資金等の借

入の有無

区

分

元

金

元

利



月

末

払


image2.emf
別紙様式第３７号－１の別添

（出力１-１）

都道府県基金協会名：融資機関名 作成日：令和  年  月  日 PAGE:  -  -   

(単位:円)

令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度

令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度

期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高

(円)

償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額

保証料免除者別償還計画額・交付金額計算書－Ⅰ　　償還計画

（令和　　年度　　月保証引受分）

保証料免除者

コード

氏　名

引

受

番

号

牛

番

号

経営の

種　類



貸付区分



債務保証

引受額

償　　還　　計　　画　　額



合　　計



(　人）


image3.emf
別紙様式第３７号－１の別添

（出力１-２）

都道府県基金協会名 作成日：令和  年  月  日 PAGE:  -  -   

(単位:円)

令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度

令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度

期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高

(円)

償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額

合計

証書・手形



(　人）

極度



(　人）

計



(　人）

肉用牛

証書・手形



(　人）

極度



(　人）

計



(　人）

酪農

証書・手形



(　人）

極度



(　人）

計



(　人）

基金協会別償還計画額・交付金額計算書－Ⅰ　　償還計画

　　（令和　　年度　　月保証引受分）

経営の種類 貸付区分



債務保証

引受額

償　　還　　計　　画　　額


image4.emf
別紙様式第３７号－１の別添

（出力２-１）

都道府県基金協会名：融資機関名 作成日：令和  年  月  日 PAGE:  -   -   

(単位:円)

令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度

令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度



(　人）



合　　計



保証料免除者別償還計画額・交付金額計算書－Ⅱ　　交付金

　　（令和　　年度　　月保証引受分）

保証料免除者

コード

氏　名

引

受

番

号

牛

番

号

経営の

種　類



貸付区分

交　　付　　金　　額

交付額合計
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別紙様式第３７号－１の別添

（出力２-２）

都道府県基金協会名 作成日：令和  年  月  日 PAGE:  -  -   

(単位:円)

令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度

令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度令 和 年 度

計



(　人）



極度



(　人）



(　人）



合計

証書・手形



(　人）



(　人）



計



肉用牛

証書・手形



(　人）



極度



計



(　人）



(　人）



基金協会別償還計画額・交付金額計算書－Ⅱ　　交付金

　　（令和　　年度　　月保証引受分）

経営の種類 貸付区分

交　　付　　金　　額

交付額合計

酪農

証書・手形



(　人）



極度


image6.emf
別紙様式第３７号－２の別添

（出力３-１）

都道府県基金協会名：融資機関名 作成日：令和  年  月  日 PAGE:  -  -   

(単位:円)

　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度

　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度

期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高

(円)

償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額



合　　計



(　人）



保証料免除者別償還計画額・交付金額異動修正計算書－Ⅰ　　償還計画

　　（　　　　年度　　月保証引受分）

保証料免除者

コード

氏　名

引

受

番

号

牛

番

号

経営の

種　類



貸付区分

保証引受額

(当初保証引受額)

償　　還　　計　　画　　額


image7.emf
別紙様式第３７号－２の別添

（出力３-２）

都道府県基金協会名 作成日：令和  年  月  日 PAGE:  -  -   

(単位:円)

　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度

　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度

期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高 期　首　残　高

(円)

償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額 償　 還　 額

合計

証書・手形



(　人）

極度



(　人）

計



(　人）

肉用牛

証書・手形



(　人）

極度



(　人）

計



(　人）

酪農

証書・手形



(　人）

極度



(　人）

計



(　人）

基金協会別償還計画額・交付金額異動修正計算書－Ⅰ　　償還計画

　　（　　　　年度　　月保証引受分）

経営の種類 貸付区分



債務保証

引受額

償　　還　　計　　画　　額


image8.emf
別紙様式第３７号－２の別添

（出力４-１）

都道府県基金協会名：融資機関名 作成日：令和  年  月  日 PAGE:  -  -   

(単位:円)

　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度

　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度



(　人）



合　　計



保証料免除者別償還計画額・交付金額異動修正計算書－Ⅱ　　交付金

　　（　　　　年度　　月保証引受分）

保証料免除者

コード

氏　名

引

受

番

号

牛

番

号

経営の

種　類



貸付区分

交　　付　　金　　額

交付額合計


image9.emf
別紙様式第３７号－２の別添

（出力４-２）

都道府県基金協会名 作成日：令和  年  月  日 PAGE:  -  -   

(単位:円)

　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度

　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度 　　　　年度

計



(　人）



極度



(　人）



(　人）



合計

証書・手形



(　人）



(　人）



計



肉用牛

証書・手形



(　人）



極度



計



(　人）



(　人）



基金協会別償還計画額・交付金額異動修正計算書－Ⅱ　　交付金

　　（　　　　年度　　月保証引受分）

経営の種類 貸付区分

交　　付　　金　　額

交付額合計

酪農

証書・手形



(　人）



極度


image10.emf
様式第３８号の別添

債 務 保 証 状 況 等 異 動 表

枚目のうち

キーコード部 枚　　　目

固定 年月日（和暦）

13

データ部

発 生 年 月 日

極度額の変更

（上限額）

対 象 外 保証 額 繰 上 償 還 額

経 営 中 止 時

  残 高

4桁 10桁 最大16文字

年月日（和暦）

円

年月日（和暦）

円 円 円 円

年月（和暦） 年月日（和暦）

合　計

（実）

人

（実） 件 件 件 件 件 件 件 件 件

（注）　　１　キーコード部　及び　データ部　の保証料免除者コードから債務保証引受額まではすでに提出ずみの　入力－１　表から転記すること。なお、入力－１　表の提出後、保証料免除者コード及び保証料免除者氏名については

　        　　変更があり、修正処理を 行っている場合は変更後のものを記入する。

　        ２　異動修正欄の発生年月日は、該当する異動が発生した時点の年月日を記入すること。

　        ３　異動理由欄は、該当する理由を一つ選んで　１　と記入し「その他」に該当する場合は、対象外貸付及び経営中止にあっては備考欄に具体的な理由を記入すること。繰上償還にあっては、繰上償還事由コードを記入すること。

　        ４　同一保証料免除者で２件以上の異動が発生したときは、異動理由ごとにわけて記入すること。

　        ５　提出ずみの異動報告書の誤りを訂正するときは、訂正事項を含む異動事項のすべてを記入するとともに前回異動修正発生年月日欄に提出ずみの異動報告書の発生年月日を必ず記入すること。

　        ６　キーコード部　の「中央畜産会入力年月日」は記入しないこと。

　        ７　極度貸付の極度額（上限額）に変更があった場合は、「極度額の変更（上限額）」に記入し発生年月日は変更月の「１日」と記入すること。

　        ８　育成資金の分娩年月日の報告の場合は、「育成資金に係る分娩年月」を記入すること。

離

農

そ

の

他

異動発生のとき：１

１の修正のとき：２

１の削除のとき：３



保

証

対

象

資

金

算

定

ミ

ス

資

金

の

長

期

滞

留

そ

の

他

資

金

余

剰

そ

の

他

経

営

転

換

債務保証

引受額



異動修正

異　　動　　理　　由

育成資金に係る

分娩年月

前回異動修正

発 生 年 月 日

備　　考

対象外 繰上償還 経営中止

目

的

外

使

用

引

受

番

号

コ

ー

ド

経

営

の

種

類

導

入

・

育

成

の

別

貸

付

区

分

コ

ー

ド

債務保証引受

年月日

牛

番

号



処

理

区

分

融

資

機

関

コ

ー

ド

融資機関名

保証料免除者

コード

保証料免除者名

入力－３

データ

区分

基金協会

中央畜産会入力年月日

名称
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様式第４２号の別添

　枚目

保証料免除者

コード

保証料免除者名

(年月日) (年月日) 円

人

（注）１　融資機関コードから債務保証引受額までは、既に提出済みの入力－１ 債務保証引受状況報告書から転記すること。

　 　 ２　本表が２枚以上になるときは、各表ごとにキーコード部を必ず記入するとともに、小計をいれ最後の表には合計をいれること。

○削除：３



当初報告時記入不要

○追加：１

○修正：２



合　計



人



小　計



6月末 7月末 8月末 9月末 10月末 11月末

最終債務保証

年月日

牛

番

号

債務保証

引受額

残高　(円）

備

　

考

融資機関コード 融資機関名

4月1日 4月末 5月末

処

理

区

分



引

受

番

号

コ

ー

ド

経

営

の

種

類

育

成

の

別

導

入

・

債務保証引受

年月日

12月末 1月末 2月末 3月末



　枚のうち

データ

基金協会

区  分

12



極度貸付実支払報告書

（



年度支払分）

入力－２


